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フランス下院選挙速報 

～左派会派が第一会派に。議会は絶対多数会派不在で政策は停滞の可能性～ 

【要旨】 

 
 

 フランスにて、7 月 7 日に国民議会総選挙の決戦投票が実施され、左派会派・新人

民戦線が事前予想を上回り第一会派となった。決選投票における極右政党・国民連

合（RN）の躍進を警戒し、新人民戦線と中道会派・アンサンブルが候補者を調

整。これが奏功し、RNの過半数獲得が防がれた。 

 但し、議会は絶対多数会派不在の状態であることから、内政の行方を左右する首相

と内閣の人選や、会派間で意見の隔たりが大きい政策策定の難易度が増す可能性。 

 かつて大規模減税を主張していた RN の過半数獲得が回避され財政を巡る短期的な

懸念は一旦後退。しかし、第一会派となった新人民戦線も、増税を目指す一方で、

相応に財政負担を伴う公約を掲げており、フランス財政の行方は引き続き要注視。 

 また政策が停滞することで左派・中道政権に対する不満が高まれば、2027 年の大

統領選挙で RN が推す極右政治家が勝利する可能性も否定できない。そうなった場

合、フランスの右傾化の影響が外交面で及ぶというリスクが残る。 
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左派・新人民戦線が事前予想に反し第一会派に躍進、議会は絶対多数会派不在の状況が継続 

フランスにて、7 月 7 日に国民議会（下院）総選挙の決戦投票が実施された（定数 577 議

席／2 段階で候補者を決定する小選挙区制）。左派政党の連合会派である新人民戦線が事前

予想を上回り第一会派となった（第 1 図／7 月 7 日フランス時間 20 時時点の出口調査ベー

ス）。一方、中道政党の連合会派でマクロン現大統領の支持基盤であるアンサンブルは議席

を減らし第二会派に転落した他、第 1 回目投票の獲得票で首位となっていた極右政党・国民

連合（RN）を中心とする会派は第三位に沈んだ。この結果、どの会派も絶対数に達しない所

謂ハング・パーラメントが継続することとなった。 

  

 

新人民戦線とアンサンブルが最終的に協働し、決選投票での RN連合の躍進を阻んだ 

先月上旬の欧州議会選挙（注）に向けて RNは 2022年 11月に党首をルペン氏から当時 27歳の

バルデラ氏に交代し支持拡大を目指し、RN 支持者も議席増に向け一致団結してきた経緯に

ある。選挙が比例代表制度であることも相まって、予てから RN の躍進が予想されていた。

そうした状況に対抗すべく、マクロン大統領は今年 1月に新首相として当時 34歳のアタル氏

を任命したものの、結局アンサンブルは欧州議会選挙において RN に約 3 倍の議席差をつけ

る大敗を喫したことから、マクロン大統領は挽回を目指し下院の解散総選挙に踏み切った。 

6月 30日に実施された総選挙の第 1回目投票では RN連合が 33％、新人民戦線が 28％、ア

ンサンブルが 21％の支持を獲得するなど三つ巴の戦いとなる中、300を超える小選挙区で、3

名以上の有権者が決選投票に残る未曾有の事態となった（第 2 図）。決選投票における RN

連合の躍進を警戒し、新人民戦線は 132名、アンサンブルは 83名の候補者が撤退し、極右と

それ以外という対決の構図を作り上げた。これが奏功し、RN 連合の過半数獲得が防がれた。 

   （注）詳細については、三菱 UFJ銀行経済調査室（2024年 6月 11日）『欧州議会選挙～中道三会派が合計で勢力減少、気候変動

対策等の政策実現の難易度は上昇～』を参照。 
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（資料）フランス議会資料より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第2図：第1回投票で3名以上の候補者が残った選挙区
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ハング・パーラメントの下、内政の行方を左右する首相と内閣の人選は難易度が高い 

目先の注目点は、マクロン大統領が任命した首相およびその内閣が新フランス国民議会か

ら信任を得られるかどうかだ（注）。元大統領のシャルル・ド・ゴールによって 1958 年に成立

され現在まで続く第五共和制下において、大統領は外交と防衛を、首相はそれ以外の内政全

般を取り仕切る。これは 1986年にミッテラン大統領（中道左派・社会党）下で行われた国民

議会総選挙で右派政党が過半数を獲得しシラク首相（中道右派・共和国連合）が任命され、

初のコアビタシオン（大統領と首相が異なる党派）の状態になった時に明確化された。今回、

第一会派となった新人民戦線に所属する政党「不服従のフランス」の元党首で、2022 年大統

領選挙の第 1 回投票で 3 位につけたメランション氏は首相の有力候補である一方、新人民戦

線自身も当選挙期間中は首相候補について会派内で意見が折り合わず一本化できていなかっ

た。左派の諸政党は、アンサンブルとは政治的な主張は根本的に異なることもあり、フラン

ス内政の行方を左右する首相や内閣の人事について、調整にある程度時間を要する可能性は

否定できない。 

 例えば、直近のアタル内閣組閣時も、ハング・パーラメントの状態であったことから、1

月 9 日の首相任命から、大統領府が新内閣の全閣僚を漸く発表できたのはその 1 ヵ月後の 2

月 8日であるなど人選に難航した。有権者の支持が右派に集まり、RNと右派・共和党の協働

の可能性も警戒される中、ルメール経済・財務相、ダルマナン内務相を始め、主要ポストの

多くがかつて共和党に所属経験のある右派・保守主義的な考えを持つ人物で固められた。今

回は、第 1 会派の左派・新人民戦線の意向を色濃く反映した内閣を組成する必要がある一方、

上位三会派に議席がばらけ、ハング・パーラメントの度合いがより強まったことから、人事

の調整は一段と難易度が高くなる見込みである。 

   （注）信任投票は慣例化していない一方、国民議会によって不信任案が提出され可決した場合、首相と内閣は辞任が必要。 

 

年金制度やエネルギー政策など左派と中道で意見の隔たりが大きい分野で政策停滞の可能性  

新人民戦線が 6月 14日に公表した公約では、マクロン大統領が推し進めた年金の受給開始

年齢の段階的引き上げ（62 歳から 64 歳）などの年金改革を始め、現政権の失業保険制度、

教育、移民政策などに反対の立場であることなどが述べられている（次頁第 1 表）。気候変

動対策・エネルギー政策についても、マクロン大統領は 2023 年 11 月に「エネルギー・気候

戦略」を公表し原子力発電を再生可能エネルギーと並ぶ注力分野と定義し、アンサンブルも

将来的な原子炉の新設を主張する一方、新人民戦線は洋上風力発電や潮力発電を中心とした

再生可能エネルギーが注力分野で原子力発電には略言及しないなど、隔たりが大きいと考え

られる。こうした会派間で主張が異なる政策を中心に、合意形成の難易度が高くなり、会派

間での交渉や妥協に時間を要し政策が停滞する可能性が想定される。 
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極右政権誕生による財政悪化と金融市場の動揺リスクは後退 

フランスの財政状況（第 3図）については、欧州委員会が 6月 19日、フランスを始め 7ヶ

国に過剰赤字手続き（EPD）の開始を勧告していた。そうした中、かつて大規模減税を主張

していた RN が過半数獲得した場合、更なる格下げ（第 4 図）とそれにともなう金融市場の

動揺が一時懸念されていたものの、今回の選挙結果を受けそのリスクは一旦後退している。    

  

新人民戦線

（左派統一会派）

アンサンブル

（中道政党の連合会派）

国民連合

（極右政党）

経済

税制

産業

■戦略分野（電気自動車など）での他国

依存を終わらせるため産業強化

■水道事業を国有化

■生活必需品価格凍結

■個人向け住宅支援

■金融取引税の引上げ

■所得税の累進性を高め富裕層への課税

強化

■戦略部門の国内生産強化（再工業化）

■相続税の引き下げ

■初回不動産購入者支援

■EUからの離脱（Frexit）は支持しない

■フランス国営メディアの民営化

（※以下の主張は撤回）

■30歳未満に対する各種減税

■生活必需品（100品目）の付加価値税廃

止

■教員の給与水準一律増加

年金

定年

労働

■長期的に定年を60歳に引き下げ

■最低賃金を月1,600ユーロに引き上げ（

現行比＋14％）

■夜勤や過酷な労働を週32時間に制限

■年金とインフレを連動

■定年を60歳に引き下げる道筋をつける

（但し20歳未満で勤労を開始した人のみ

）

気候変動対策

エネルギー政策

光熱費

■2050年までのネットゼロを誓約

■再生可能エネルギー重視（原子力につ

いては略言及無し）

■洋上風力・潮力発電重視

■化石燃料ビジネスへの銀行融資禁止

■光熱費への課税を廃止、ガス価格の引

上げを中止

■欧州グリーンディール尊重

■原子力発電重視、原子炉新設

■電力市場改革で電気料金15％削減

■欧州グリーンディールに反対（但し、

マニフェストで直接の言及無し）

■新しい風力発電の建設一時停止

■全てのエネルギー製品に対する付加価

値税を引き下げる

■エネルギー価格を制限するEUの規制か

らは脱退

移民

■現政権下で制定された移民の権利を制

限する移民政策（移民規制法など）に反

対

■2027年に移民流入削減を保証する憲法改

正をすべく国民投票実施

■出生地主義廃止

防衛

■ウクライナへの軍事支援継続

■パレスチナの国家承認

■国際司法裁判所の決定に従いイスラエ

ルのネタニヤフ政権への支援停止

■2030年までに陸軍予算倍増

■ウクライナへの軍事支援は継続する一

方、長距離兵器の支援は反対

■パレスチナは国家承認しない

■一部の安全保障・防衛分野の従事者は

フランス国民のみに限定（二重国籍者は

禁止）

（資料）各会派資料、各種報道より三菱UFJ銀行経済調査室作成

第1表：主要会派の政策に関する主な主張
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当資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。 

ご利用に関しては、すべてお客様御自身でご判断下さいますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼で

きると思われる情報に基づいて作成されていますが、当行はその正確性を保証するものではありません。 

内容は予告なしに変更することがありますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法に

より保護されております。全文または一部を転載する場合は出所を明記して下さい。 

総括：短期的なリスクは後退した一方、2027年の大統領選挙に向け懸念は残る 

新人民戦線とアンサンブルが決選投票を目前に最終的に協働し候補者を調整したことで

RN 連合の躍進を阻んだことから、財政を巡る短期的な懸念は一旦後退した。しかし、本稿

で取り上げたように、内政の行方を左右する首相と内閣の人選は難航する可能性があること

に加え、ハング・パーラメントの議会においては意見の隔たりが大きい分野で政策が停滞す

る可能性が高い。第一会派となった新人民戦線は、富裕層への課税強化などの増税を公約に

掲げている一方、年金改革の撤回やガス価格の引き上げ見送りなど、現行政権に対する不満

を吸収するべく相応に財政負担を伴う主張をしていることから、フランス財政が今後も規

律・信任を保てるのかは引き続き注視が必要である。 

また 2027年の大統領選挙までに、政策が停滞することで左派・中道政権に対する不満が高

まれば、RN が推す極右政治家が大統領選挙で勝利する可能性も否定できない。そうなった

場合、フランスの右傾化の影響が外交面で及ぶことになり、特にフランス大統領は欧州理事

会のメンバーであり EU の政策の方向性に相応の発言力を有することからその影響が懸念さ

れよう。 

 

以  上 

  （2024年 7月 8日 田中 隆祐 takasuke.tanaka@uk.mufg.jp） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


